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Message from the President
社長メッセージ

株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配
を賜り厚くお礼申し上げます。

平成29年3月期　第2四半期連結累計期間におけるわ
が国経済は、原油安・円高の影響による素材・エネルギー
価格の安定や雇用環境の改善が継続し、住宅投資等に底
堅さがありましたが、個人消費の盛り上がりに欠けるな
ど、景気は横這いに推移しました。

世界経済は、米国では、消費の伸びに鈍化は見られまし
たが、自動車・住宅関連は高い水準を維持しました。ブラ
ジルでは、レアル安に歯止めがかかったものの、国内需要
の低迷が続き景気悪化が継続しました。欧州では、英国の
EU離脱問題の懸念がありますが、個人消費の好調は維持
されました。アジアでは、中国における経済成長の鈍化が
続きましたが、東南アジア、インドを中心に穏やかな景気
回復が継続しました。

国内発泡プラスチック業界におきましては、原燃料価
格の安定や住宅着工件数の回復はありましたが、熊本地
震等の影響による自動車生産台数の減少、個人消費回復
の遅れもあり、本格的な需要回復には至りませんでした。

当社グループの業績は、売上高は、販売数量は増加した
ものの、主に製品価格改定の影響や円高による海外事業
の外貨円換算額の減少により前年同期を下回りました。
営業利益は、海外事業の外貨円換算額減少の影響はあり
ましたが、原材料安が継続したことや付加価値の高い製
品の販売が好調であったこともあり大きく増加しました。

次に、各事業部の状況についてご説明します。
まず、押出事業の第一事業本部ですが、液晶テレビ基板

や家電輸送用に用いられる産業用包材の発泡ポリエチレ
ンシート「ミラマット」は、高付加価値製品の販売が好調
に推移したことから売上は増加しました。即席麺・弁当容
器、量販店向けトレーなどに幅広く用いられる食品用包
材の発泡ポリスチレンシート「スチレンペーパー」は、即
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席麺やコンビニ向け容器を中心に販売数量は増加しまし
たが、製品価格低下の影響があり、売上は減少しました。
建築・土木関連の発泡ポリスチレン押出ボード「ミラ
フォーム」は、建築分野では、割付断裁品、高断熱製品を中
心に販売が堅調に推移し、土木分野では、東北復興事業物
件を当第2四半期に受注したことにより売上は増加しま
した。

押出事業全体としては、製品価格低下の影響はありま
したが、販売数量増により売上は増加しました。利益面で
は、付加価値の高い製品の販売が増加したことや製造コ
スト低下などにより増益となりました。

これらの結果、押出事業の第一事業本部の売上高は前
年同期比1.5％増の18,792百万円となり、営業利益は同
27.8％増の1,515百万円となりました。

次に、ビーズ事業の第二事業本部では、世界各国で製造
販売している発泡ポリプロピレン「ピーブロック」は、自
動車の新規部品の採用拡大や新規分野への販売拡大によ
り好調に推移しました。国内では、熊本地震等による自動
車生産台数減少の影響はありましたが、自動車向け新規
部品や住宅設備向け部材の販売増により売上は増加しま
した。北米では、自動車部品の需要増、新規分野の拡大に
より販売数量は増加しましたが、製品価格の低下や円高
による外貨円換算額減少の影響もあり売上は減少しまし
た。欧州では、自動車部品の需要は大幅に増加しましたが、
製品価格の低下や円高による外貨円換算額減少の影響も
あり売上は前年同期並みとなりました。アジアでは、中国、
東南アジア、インドを中心に自動車分野の販売は好調で
したが、中国、韓国、台湾における緩衝材・包材分野の需
要減少や円高による外貨円換算額減少の影響もあり売上
は減少しました。発泡性ポリスチレン「スチロダイア」は、
家電分野、建材・土木分野の復調がありましたが、当第2
四半期の天候不順による水産分野、農業分野の需要減少、
及び製品価格低下の影響により売上は減少しました。ユ

ニットバス天井材に使用されているハイブリッド成形品
「スーパーブロー」の売上は減少しました。

ビーズ事業全体としては、販売数量は増加しましたが、
製品価格低下や海外事業の外貨円換算額の減少の影響に
より売上は減少しました。利益面では、外貨円換算額の減
少による影響はありましたが、販売数量の増加や原材料
安が継続したこともあり増益となりました。

これらの結果、ビーズ事業の第二事業本部の売上高は
前年同期比8.0％減の33,011百万円、営業利益は14.7％
増の3,892百万円となりました。

これらの結果、その他を合わせた当第2四半期連結累計
期間の売上高は、前年同期比4.6％減の54,587百万円と
なりました。営業利益は同21.4％増の5,000百万円、経常
利益は同22.5％増の5,031百万円、親会社株主に帰属す
る四半期純利益は同32.7％増の3,820百万円となりまし
た。

次に連結業績予想につきましては下記の通り修正致し
ました。

平成29年3月期の連結業績予想（平成28年4月1日~平成29年3月31日）

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属
する四半期純利益

1株当たり
当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円銭

前回発表予想値 113,000 9,000 9,100 6,200 207.97

今回修正予想値 108,000 9,000 9,100 6,200 207.97

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご指導
とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成28年12月

JSPグループの役職員“一致団	 結”して中期経営計画を達成します。
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Feature
特　集　誌上工場見学

　今回の誌上工場見学では、住宅・建築物の断熱材などとして幅広く使用され、40年以上も支持され続
けている当社を代表する製品「ミラフォーム®」をご紹介します。
　皆様のご自宅や勤務先建物の壁床や天井にも使用されているかもしれません。

ミラフォーム® Mirafoam

＜ミラフォーム®ができるまで＞

（ポリスチレン）

【STEP1】ー原料投入・混練ー
原料（ポリスチレン）、発泡剤等
を押出機に投入し、練り合わせ
ます。

【STEP2】ー押出ー
押し出せる状態まで練り合わ
せた原料を一定の厚みで押し
出します。

【STEP3】ー養生ー
出来立てのミラフォーム®の
状態を安定させるため養生し
ます。

【STEP4】ー加工・出荷ー
不要な部分を取り除き、お客
様の要望に合わせて加工した
後出荷します。

出来上がったミラフォーム®

お客様のもとへ
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身近なところで使用されています
　ミラフォーム®は、戸建て住宅やマンションなどの建築物に居住、勤務される人々を外気などから守
るための断熱材として使用されています。普段目にすることは少ないかもしれませんが、実は身近な場
所で使用されているのです。当社では、鹿沼ミラフォーム工場の稼動開始や西日本地区の生産体制再構
築を行うなど、精力的にミラフォーム®の開発・製造・販売を進めています。

～たくさんある！ミラフォームシリーズ～

この他にも様々な製品をたくさん取り扱っています！

超高性能な断熱性を持つ

ミラフォームΛ
ラムダ®

特殊形状で施工がラクに！

ミラネクスト®

断熱性・防湿性を兼ね備えた

ミラフォーム®畳

北海道工場
（北海道江別市）

鹿沼ミラフォーム工場
（栃木県鹿沼市）

関西工場
（兵庫県たつの市）

九州工場
（熊本県熊本市） 全4工場

日本全国に生産工場を
展開しています
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フランス

長春

無錫武漢

東莞

重慶
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Topics
トピックス

バンパーコア材

当社では、以前より世界各国で発泡ポリプロ
ピレン『ピーブロック』の製造販売を行ってきまし
たが、ヨーロッパにおける急速な需要拡大に対
応すべく、この度生産能力を増強する事と致しま
した。投資金額は約26億円で、ヨーロッパにお
ける生産能力は年産26,500トンから37,000ト
ンに増強されます。

また、中国の東北・華北エリアにおける供給
体制を構築するために建設を行っていた長春工
場が完成し、生産を開始しました。総投資額は
約1億円で、年産1,200トンを計画しています。

来年1月完成予定の武漢工場を含めて中国全体
の生産能力は年間24,000トンに増強されます。

長春工場

中国・ヨーロッパにおいて、
ピーブロックの生産能力を増強します。

リアシートコア材
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特長

J-ウォールブロック施工例

J-ウォールブロック

施工性・安全性
　施工時、J-ウォールブロックに鉄筋が通ることで壁面
材がずれることなく施工しやすくなります。また、壁面材
が崩落する危険性も少なくなります。

意匠性
　工夫された装飾により、美しい見た目に仕上がります。
　設置場所に合わせ色を変えることが可能です。

省力化
　ブロックの施工と同時に直接目地への施工が可能のた
め作業効率が上がります。

当社では従来より、道路の工事などに使用するH鋼（鉄枠）
とコンクリート壁面材の代わりとなる、軽量性・加工性・耐
震耐久性に優れた「ウォールブロック®（※1）」の開発・販売を
行ってきましたが、この度、施工性・意匠性・経済性を更に
進化させた「J-ウォールブロック」を開発し販売をスタートさ
せました。
※1…発泡スチロールブロックに壁面材を一体化させた当社製品。

簡易壁体工法のパイオニアとしてウォールブロックを進化させました！

J-ウォールブロック新製品
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Consolidated Financial Highlights
連結財務ハイライト

（単位：百万円） 2013/3 2014/3 2015/3 2015/9 2016/3 2016/9

売 上 高 96,038 112,128 116,923 57,221 114,904 54,587
営 業 利 益 4,575 5,909 5,667 4,120 9,278 5,000
経 常 利 益 4,927 6,509 6,044 4,107 9,101 5,031
四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 3,324 4,404 4,039 2,879 5,914 3,820
純 資 産 53,431 62,375 70,352 72,414 72,497 70,001
総 資 産 95,565 108,420 116,717 118,608 115,136 108,244

（単位：％）

売 上 高 営 業 利 益 率 4.8 5.3 4.8 7.2 8.1 9.2
売 上 高 経 常 利 益 率 5.1 5.8 5.2 7.2 7.9 9.2
売上高四半期（当期）純利益率 3.5 3.9 3.5 5.0 5.1 7.0

（単位：円）

1株当たり四半期（当期）純利益 111.49 147.73 135.50 96.60 198.40 128.16
1 株 当 た り 純 資 産 1,671.55 1,940.48 2,190.61 2,257.17 2,277.32 2,211.17

（単位：百万円）

設 備 投 資 6,215 8,735 7,575 3,523 6,341 3,552
減 価 償 却 費 4,390 4,865 5,327 2,328 4,903 2,418
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連結セグメント情報
Consolidated Segment Information

押出事業
34.4% ビーズ事業

60.5%

その他
5.1%

ビーズ事業

ビーズ事業全体としましては、販売数量
が増加しましたが、製品価格の低下や為
替の影響で売上高は減少しました。利益
は数量増や原料安で増益となりました。

その他

熊本地震の影響により国内の売上は減
少しました。中国では従来製品の販売
減により売上は減少しました。

製品価格の低下の影響はありましたが
販売数量の増加により、売上は増加し
ました。高付加価値製品の販売増など
で営業利益も増加しています。

スーパーブロー
（ユニットバス天井材）

スチロダイア
（魚箱・野菜箱）

ポリスチレンペーパー
（食品容器）

35,862

0
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40,000

60,000

16/3 17/313/3 14/3 15/3

55,447

67,034
70,340

33,011

70,865

80,000

売上高（百万円） 第2四半期累計通期

同事業の売上高の推移

18,509 18,792
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2,848 2,784

5,442 5,479
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5,749

同事業の売上高の推移

事業別売上高構成比

ミラフォーム
（断熱材）

ミラフォームラムダ（断熱材）

ピーブロック
（緩衝材）

ピーブロック（自動車部材）

押出事業
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Summary of Consolidated Financial Statements
要約連結財務諸表

❸固定負債
固定負債は、前年同期比4,415百万円減の8,350百万円となりました。主な
要因といたしましては、長期借入金が4,021百万円減少したことによるもの
です。
❹純資産及び自己資本比率
純資産は、前年同期比2,413百万円減の70,001百万円となりました。自己資
本比率は、60.9％となりました。

要約四半期連結貸借対照表� （単位：百万円）

（資産の部）
当第2四半期
2016年9月30日現在

前第2四半期
2015年9月30日現在

前年同期比
増　減　額

流動資産 57,710 65,769 △ 8,059
　現金及び預金 11,855 15,370 △ 3,514

　受取手形及び売掛金 29,532 31,144 △ 1,611

　有価証券 264 7 257

　商品及び製品 6,055 7,112 △ 1,057

　仕掛品 765 1,096 △ 331

　原材料及び貯蔵品 4,148 4,000 148

　その他 5,359 7,558 △ 2,199

　貸倒引当金 △ 271 △ 520 248

固定資産 50,534 52,838 △ 2,304

　有形固定資産 46,675 48,916 △ 2,241

　　建物及び構築物 15,292 15,720 △ 427

　　機械装置及び運搬具 14,268 15,695 △ 1,426

　　土地 14,287 14,626 △ 339

　　その他 2,827 2,874 △ 47

　無形固定資産 924 934 △ 9

　投資その他の資産 2,934 2,986 △ 52

　　投資有価証券 1,721 1,824 △ 102

　　その他 1,529 1,172 357

　　貸倒引当金 △ 317 △ 9 △ 307
資産合計 108,244 118,608 △ 10,363
注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（負債の部）
当第2四半期
2016年9月30日現在

前第2四半期
2015年9月30日現在

前年同期比
増　減　額

流動負債 29,892 33,427 △ 3,535
　支払手形及び買掛金 8,708 9,271 △ 562
　短期借入金 7,086 9,024 △ 1,937
　1年内返済予定の長期借入金 4,471 5,618 △ 1,146
　その他 9,624 9,513 111
固定負債 8,350 12,765 △ 4,415
　長期借入金 6,285 10,306 △ 4,021
　その他 2,065 2,458 △ 393
負債合計 38,242 46,193 △ 7,950
（純資産の部）
株主資本 70,495 64,840 5,655
　資本金 10,128 10,128 －
　資本剰余金 13,405 13,405 －
　利益剰余金 48,342 42,685 5,656
　自己株式 △ 1,380 △ 1,379 △ 1
その他の包括利益累計額 △ 4,577 2,450 △ 7,028
　その他有価証券評価差額金 195 220 △ 25
　為替換算調整勘定 △ 4,957 1,919 △ 6,877
　退職給付に係る調整累計額 184 310 △ 125
非支配株主持分 4,083 5,124 △ 1,040
純資産合計 70,001 72,414 △ 2,413
負債純資産合計 108,244 118,608 △ 10,363
注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

❶

❷

❸

❹

❶流動資産
流動資産は、前年同期比8,059百万円減の57,710百万円となりました。主な
要因といたしましては、現金及び預金が3,514百万円減少したことによるも
のです。
❷固定資産
固定資産は、前年同期比2,304百万円減の50,534百万円となりました。主な
要因といたしましては、有形固定資産が2,241百万円減少したことによるも
のです。
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要約四半期連結損益計算書（累計）� （単位：百万円） 四半期連結包括利益計算書（累計）� （単位：百万円）

当第2四半期
2016年４月１日から
2016年９月30日まで

前第2四半期
2015年４月１日から
2015年９月30日まで

前年同期比
増　減　額

売上高 54,587 57,221 △ 2,633

売上原価 37,467 41,011 △ 3,544

　売上総利益 17,120 16,209 910

販売費及び一般管理費 12,119 12,089 30

　営業利益 5,000 4,120 880

営業外収益 261 301 △ 39

営業外費用 230 313 △ 82

　経常利益 5,031 4,107 923

特別利益 18 305 △ 287

特別損失 27 404 △ 376

　税金等調整前四半期純利益 5,022 4,009 1,012

法人税等 1,080 1,040 39

　四半期純利益 3,941 2,968 973

非支配株主に帰属する四半期純利益 120 88 32

　親会社株主に帰属する四半期純利益 3,820 2,879 940
注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

当第2四半期
2016年４月１日から
2016年９月30日まで

前第2四半期
2015年４月１日から
2015年９月30日まで

前年同期比
増　減　額

四半期純利益 3,941 2,968 973
その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金 △ 56 △ 48 △ 8
　為替換算調整勘定 △ 5,692 △ 437 △ 5,255
　退職給付に係る調整額 35 29 6
　持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0 0
　その他の包括利益合計 △ 5,714 △ 456 △ 5,257
四半期包括利益 △ 1,772 2,511 △ 4,284
　（内訳）
　親会社株主に係る四半期包括利益 △ 1,226 2,431 △ 3,658
　非支配株主に係る四半期包括利益 △ 545 80 △ 626
注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

❺

❻

❻

❻

要約四半期連結キャッシュ・フローの状況（累計）� （単位：百万円）

当第2四半期
2016年４月１日から
2016年９月30日まで

前第2四半期
2015年４月１日から
2015年９月30日まで

前年同期比
増　減　額

営業活動によるキャッシュ･フロー 3,843 3,777 66
投資活動によるキャッシュ･フロー △ 3,249 △ 3,277 28
財務活動によるキャッシュ･フロー △ 2,647 △ 89 △ 2,558
現金及び現金同等物の四半期末残高 7,319 9,172 △ 1,853
注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

❼
❽
❾

❼営業活動によるキャッシュ・フロー
増加要因である税金等調整前四半期純利益5,022百万円、減価償却費2,418
百万円などに対し、減少要因である法人税等の支払額2,255百万円、売上債権
の増加1,391百万円などにより、差引き3,843百万円の収入（前年同期比66
百万円増加）となりました。
❽投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出3,552百万円などにより、3,249百万円の支出（前
年同期比28百万円減少）となりました。
❾財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増による収入958百万円に対し、長期借入金の返済による支
出2,620百万円、配当金の支払額745百万円などにより、差引き2,647百万円
の支出（前年同期比2,558百万円増加）となりました。

❺売上高
国内は、押出事業は製品価格が低下したものの、数量の増加により増加しま
した。ビーズ事業も販売増により増加しました。海外は欧米、インド、東南ア
ジアで自動車向需要が拡大しましたが、製品価格改定の影響や円高による海
外事業の外貨円換算額の減少により売上高は減少しました。これらの結果、
当第2四半期連結累計期間の連結売上高は54,587百万円（前年同期比4.6%
減）となりました。
❻営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益
国内、海外共に販売数量の増加が利益面で大きく貢献致しました。押出事業で
は、高付加価値製品の増加やコスト低減効果もありました。ビーズ事業では、為
替面での影響もありましたが、増益となりました。これらの結果、営業利益は
5,000百万円（前年同期比21.4％増）、経常利益は5,031百万円（同22.5％増）、親
会社株主に帰属する四半期純利益は3,820百万円（同32.7％増）となりました。
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JSP Calendar
JSPカレンダー

2016
「平成29年3月期　第1四半期決算短信」を発表
7月28日、東京証券取引所にて平成29年3月期第1四半期決算を報告し、対外発表致しました。
（単位：百万円） 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
平成29年3月期　第1四半期（当期） 26,835 2,272 2,203 1,700
平成28年3月期　第1四半期（前期） 27,804 1,649 1,613 1,271
参考：平成28年3月期（通期） 114,904 9,278 9,101 5,914

「欧州における発泡ポリプロピレン生産能力増強に関するお知らせ」を発表
詳しくは、トピックスページをご覧ください。

「Annual　Review2016」※を発行
おもに海外の投資家、取引先様に向けて、平成28年3月期決算の財務諸表などを掲載した「Annual　Review 2016」

（英語版）を発行致しました。

「R&I格付けの更新」
9月26日に格付投資情報センター（R&I）の格付情報の更新（長期BBB+）を行いました。

9月30日　平成29年3月期第2四半期　決算日
資本金の変更（平成28年9月30日現在）

資本金 平成28年9月30日現在 10,128百万円＜増加なし＞
平成28年3月31日現在（前回報告） 10,128百万円

発行済株式総数 31,413,473株

「RC報告書2016」※を発行
平成27年度に当社が取り組んだ環境と安全に関する活動の報告書を発行致しました。
※「Annual　Review」及び「RC報告書」はホームページへ掲載しております。
　ホームページURL：http://www.co-jsp.co.jp/

「平成29年3月期　第2四半期決算短信」を発表
10月28日、東京証券取引所にて平成29年3月期第2四半期決算を報告し、対外発表致しました。

「決算説明会開催」
11月17日如水会館において、アナリスト・ファンドマネージャーに対し、平成29年3月期第2四半期決算の説明会を
開催致しました。

7
July

9
September

10
October

11
November

今後の予定
2017年1月下旬　平成29年3月期第3四半期決算　発表予定
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Shareholder Benefit/Dividend Record
株主優待制度／配当実績

〈デザイン見本〉
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株主優待制度 配　当　実　績

■対象株主様

　�　毎年3月31日現在の株主名簿および実質株主名
簿に記載または登録された1単元（100株）以上を
保有されている株主様

■優待の内容

　�　一律3,000円相当の、社会貢献寄附金付オリジ
ナルクオカード（株主様は3,000円全額ご使用い
ただけます）

■贈呈の時期

　�　毎年の株主総会終了後に発送予定

■社会貢献寄附金「緑の募金」について

　�　1995年に制定された「緑の募金による森林整
備等の推進に関する法律」に基づき、（公社）国土
緑化推進機構及び各都道府県緑化推進委員会が
行っている募金です。集められた寄附金は、森林
整備・緑化推進事業・森林に関わる人づくりなど
に活用されています。

■株主還元方針

　�　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な政策
として位置付けております。利益の配分につきま
しては、安定した配当を重視するとともに、各事
業年度の連結業績と将来の事業展開に必要な内部
留保の充実などを勘案しながら、総合的に決定す
る方針としております。

　�　内部留保資金につきましては、財務体質の強化
とともに、今後の新製品、新技術への研究開発投
資や新規事業展開のための設備投資に充当してま
いります。

　�　なお、当社は、会社法第459条第1項に基づく剰
余金の配当を取締役会決議により行なうことがで
きる旨定款に定めており、中間配当及び期末配当
の年2回の取締役会決議による配当を基本的な方
針としております。

■当期配当金

　�　平成29年3月期第2四半期の1株当たりの配当
金は20円とさせて頂きます。また、期末配当金は
1株当たり20円（通期配当金額40円）とさせて頂
く予定です。

■配当実績
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Corporate Data
会社情報（2016年9月30日現在）

商　　　号	 株式会社JSP
所　在　地	 本社　東京都千代田区丸の内三丁目4番2号
事 業 内 容	 発泡プラスチック、
	 その他合成樹脂製品の製造販売および輸出、
	 土木・建築工事の設計・請負および管理
設　　　立	 1962年（昭和37年）1月
資　本　金	 10,128百万円
決　算　期	 3月
従 業 員 数	 742名（出向者除く）
	 連結2,780名（国内：1,291名、海外：1,489名）
事 業 所 他	 5営業所、1出張所、11工場、2研究所
主要関係会社	 国内9社、海外27社

発行可能株式総数	 46,000,000株
発行済株式の総数	 31,413,473株
株　主　総　数	 10,779名

株　主　名 株数（千株）

三菱瓦斯化学株式会社 16,020
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,921
J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 380578 1,152
JSP取引先持株会 1,019
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 540
JP MORGAN CHASE BANK 385166 512
JSP従業員持株会 330
CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 266
日本生命保険相互会社 241
CHASE MANHATTAN BANK GTS CIENTS ACCOUNT ESCROW 204

当社は自己株式1,602千株保有しておりますが、上記の大株主からは除外しております。

会 社 概 要

株 式 の 状 況

大　株　主

事 　 業 　 年 　 度	 4月1日〜翌年3月31日
期末配当金受領株主
確　　　定　　　日	 3月31日

中間配当金受領株主
確　　　定　　　日	 9月30日

定 時 株 主 総 会	 毎年6月
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関	 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 　 連 　 絡 　 先	 三菱UFJ信託銀行株式会社
	 証券代行部
	 〒137-8081
	 東京都江東区東砂七丁目10番11号
	 ℡ 0120-232-711（通話料無料）
上 場 証 券 取 引 所	 東京証券取引所
公　告　の　方　法	 電子公告により行う
	 公告掲載URL
	 http://www.co-jsp.co.jp/ir/index.html
	 �（ただし、電子公告によることが出来ない事故、その他

のやむを得ない事由が生じたときは、東京都において
発行する日本経済新聞に公告いたします。）

（ご注意）
1．�株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきま

しては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっ
ております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管
理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信
託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三
菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にて
もお取次ぎいたします。

3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

株 主 メ モ

金融機関
0.27%

個人・その他
96.20%

個人・その他
16.88%

金融商品
取引業者・
その他法人
55.34%

金融機関
13.17%

金融商品
取引業者・
その他法人

2.19%

外国人 1.34%

外国人
14.61%

● 株主数別分布状況 ● ● 株式数別分布状況 ●

金融機関
0.27%

個人・その他
96.20%

個人・その他
16.88%

金融商品
取引業者・
その他法人
55.34%

金融機関
13.17%

金融商品
取引業者・
その他法人

2.19%

外国人 1.34%

外国人
14.61%

● 株主数別分布状況 ● ● 株式数別分布状況 ●
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Cover Photo
表紙の写真

撮影・文
菅原 千代志（フリー写真家、㈳日本写真家協会会員）

リグリア海の小さな港町
イタリア　ポルトフィーノ

波打ち際の歩道に並ぶレストランのテーブル

※1　リヴィエラ
本来はサン・レモ周辺を指していましたが、現在は南仏のトゥーロンからイタリアのト
スカーナ州の州境に至る地中海岸を、イタリア語で海岸を意味するリヴィエラと総称
して呼んでいます。フランス側はフレンチ・リヴィエラあるいはコートダジュールとし
ても知られています。

※2　ヴェネツィアの海軍
13〜14世紀、ジェノバとヴェネツィアは商業を巡る戦いをつづけました。1378〜81
年の戦いでジェノバに勝利したヴェネツィアは、その後も周辺地域に領土を獲得し、15
世紀後半にはキリスト教世界でも屈指の海軍力をもつ都市国家となり、ヴェネツィア
共和国の首都として栄え「アドリア海の女王」「水の都」「アドリア海の真珠」などとも呼
ばれています。

　南フランスのニース周辺からイタリア北西部のリグリア海岸
に至る地中海沿岸は、リヴィエラ※1と呼ばれるリゾート地とし
て知られていますが、イタリアン・リヴィエラではモナコに近
いサン・レモや、イタリア最大の貿易港を擁しコロンブスの生
まれ故郷でもあるジェノバがよく知られています。ジェノバか
ら南東に延びる海岸は、山々が海に落ち込んで男性的な景観を
見せています。ジェノバから南東へおよそ35キロに位置し、山
と小さな岬に囲まれた可愛らしい漁港が、人口およそ500人の
ポルトフィーノです。
　小船が浮かぶ湾内は、ヒタヒタと静かに波が寄せる海辺の遊
歩道に沿ってパステルカラーのレストランやカフェ、ブティッ
クなどが並び、リゾートらしい港町の雰囲気を醸し出していて、
その美しいたたずまいは東京デズニーシーのモデルにされたと
もいわれます。
　ポルトフィーノには自動車の乗り入れが禁止され、町へのア

クセスはサンタ・マルゲリータ・リグレからボート、あるいは
路線バスかタクシーを利用すれば、曲がりくねった海岸沿いの
道を約5キロで町の入口に着きます。ホテルが少ないことも落
着いた町の佇まいを護っているようです。
　弧を描くような岬で隠された湾は天然の良港で、神聖ローマ
帝国の時代には皇帝の管轄下に置かれたといわれます。14世紀
にはジェノバは商業上の宿敵ヴェネツィアと争い、その海軍※2

に敗れました。ヴェネツィアの艦隊からポルトフィーノを護る
ため重要な役割を担ったのが、岬の丘に聳えるブラウン城です。
古代ローマの監視塔が基礎ですが、後に要塞となり、19世紀に
英国の領事モンタギュー・イェーツ・ブラウンが購入して邸宅
に改装したことからブラウン城と呼ばれ、現在は町の所有とな
り、会議やパーティなどイベントに利用されています。城から
はリグリア海とポルトフィーノの街並みが一望に出来ます。

1970年代初頭から各国を旅し、民族文化をテーマに北米、イベリア半島を中
心に多くの海外取材を手掛け、新聞・雑誌などに写真とエッセイを発表。
『アーミッシュ／もうひとつのアメリカ』ほかの著書がある。



本　社
〒100-0005　東京都千代田区丸の内3-4-2（新日石ビル） 03-6212-6300

営業所
札幌 〒060-0003　札幌市中央区北3条西1-1（サンメモリアビル） 011-231-2681
仙台 〒980-0811　仙台市青葉区一番町2-4-1（仙台興和ビル） 022-262-3271
名古屋 〒460-0003　名古屋市中区錦3-4-6（桜通大津第一生命ビル） 052-962-3225
大阪 〒541-0053　大阪市中央区本町1-6-16（いちご堺筋本町ビル） 06-6264-7900
福岡 〒812-0013　福岡市博多区博多駅東1-12-17（五幸ビル） 092-411-6854

出張所
広島 〒732-0052　広島市東区光町1-12-20（もみじ広島光町ビル） 082-568-0566

工　場
北海道 〒067-0051　北海道江別市工栄町23-4 011-384-1621
鹿沼第一 〒322-8511　栃木県鹿沼市さつき町17 0289-76-2211
鹿沼第二 〒322-0014　栃木県鹿沼市さつき町5 0289-76-3271
鹿沼第三 〒322-0014　栃木県鹿沼市さつき町10-2 0289-76-5905
鹿沼ミラフォーム 〒322-0014　栃木県鹿沼市さつき町13-1 （FAX）0289-76-3227
事務管理センター 〒322-8511　栃木県鹿沼市さつき町17 0289-76-2211
鹿沼物流センター 〒322-0014　栃木県鹿沼市さつき町13-1 0289-76-2121
再資源センター 〒322-0026　栃木県鹿沼市茂呂638 0289-76-6606
鹿島 〒314-0103　茨城県神栖市東深芝16-3 0299-93-4111
四日市第一 〒510-0881　三重県四日市市大字六呂見653-2 059-345-1220
四日市第二 〒510-0955　三重県四日市市北小松町扇廣1600 059-328-2563
関西 〒679-4304　兵庫県たつの市新宮町下笹515 0791-77-0213
北九州 〒800-0229　福岡県北九州市小倉南区曽根北町2937-7 093-474-7211
九州 〒861-0111　熊本県熊本市北区植木町宮原553 096-274-7101

研究所
鹿沼 〒322-0014　栃木県鹿沼市さつき町10-3 0289-76-1600
四日市 〒510-0881　三重県四日市市大字六呂見653-2 059-345-1245

海　外
北　米 アジア
JSP International, LLC.（アメリカ） JSP Foam Products, PTE. Ltd.（シンガポール）
JSP International de Mexico, S.A. de C.V.（メキシコ） Taiwan JSP Chemical Co., Ltd.（台湾）
南　米 KOSPA Corporation（韓国）
JSP Brasil Indústria De Plásticos Ltda.（ブラジル） JSP Plastics (Wuxi) Co., Ltd.（中国）
欧　州 JSP Plastics (Shanghai) Co., Ltd.（中国）
JSP International SARL（フランス） Kunshan JSP Seihoku Packaging Material Co., Ltd.（中国）
JSP International s.r.o.（チェコ） JSP Plastics (Dongguan) Co., Ltd.（中国）
JSP International o.o.o.（ロシア） JSP Foam India Pvt. Ltd.（インド）

JSP Foam Products (Thailand) Co., Ltd.（タイ）

本社･事業所一覧
☎

発行　
東京都千代田区丸の内三丁目4番2号新日石ビル

広報IR室　TEL.03-6212-6306　FAX.03-6212-6302
ホームページ　www.co-jsp.co.jp

Network

古紙配合率70％再生紙を使用しています


